
別表１　具体目標の進捗状況

第1節1① 住宅の耐震化率平成２７年９０％（全国）、平成３２年９５％（全国）を目指す。 （平成２０年推計値約７９％） 約８２％（全国）
（平成２５年の対策進捗

状況（推計値））※

第1節1① 多数の者が利用する建築物の耐震化率平成２７年９０％（全国）を目指す。 （平成２０年推計値約８０％） 約８５％（全国）
（平成２５年の対策進捗

状況（推計値））
※

第1節1② 家具の固定率６５％（全国）を目指す。 （平成２５年度４０％） ４０％（全国）
（平成２９年１１月の対策

進捗状況）

第1節1③ 公立学校については、平成２７年度までのできるだけ早期の耐震化の完了を目指す。 — ９９．２％（全国）
（平成３０年４月の対策

進捗状況）

第1節1③
国立学校については、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」を踏まえ、できるだけ早期の耐
震化の完了を目指す。

— ９８．７％（全国）
（平成３０年５月の対策

進捗状況）

第1節1③
私立学校については、国公立学校の耐震化の状況を勘案しつつ、できるだけ早期の耐震化の完了
を目指す。

— 高等学校等９０．３％、大学等９１．６％（全国）
（平成３０年４月の対策

進捗状況）

第1節1⑤
第一線警察活動の中核拠点となる警察本部・警察署の耐震化率平成２７年度９０％（全国）を目指
す。

（平成２４年度８２％） ９３．８％（全国）
（平成３０年４月の対策

進捗状況）

第1節1⑤ 防災拠点となる公共施設等の耐震化率１００％（推進地域の全都府県）を目指す。 （平成２４年度８４．０％） ９４．２％（推進地域の全都府県）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節1⑥ 官庁施設について、所要の耐震性能の確保率１００％（全国）を目指す。 （平成２４年度８６％） ９２％（全国）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節1⑦
震度４以上を観測又は予想した地域について、予想誤差が±１階級に収まる割合平成２７年度８
５％以上（全国）を目指す。

（平成２４年度７９％） ８６％（全国）
（平成２７年度の対策

進捗状況）

第1節2③
電熱器具等の安全装置付機器の販売割合を１００％（推進地域の全都府県）に近づけることを目指
す。

— １００％（全国）
（平成３０年７月の対策

進捗状況）

第1節2⑦ 自主防災組織による活動カバー率を１００％（推進地域の全都府県）に近づけることを目指す。 （平成２５年４月１日現在７９．５％） ８８．７％（推進地域内の全世帯数）
（平成３０年４月の対策

進捗状況）

第1節2⑧
緊急消防援助隊の平成３０年度6,000隊への増強（統合機動部隊及び通信支援隊の新設、後方支
援隊の増隊等）を目指すとともに、緊急消防援助隊に配備可能な消防防災ロボット平成３０年度開発
完了を目指す。

（平成２６年１月１日現在4,600隊）
５，９７８隊（全国）
消防防災ロボットの実践配備型の完成

（平成３０年４月の対策
進捗状況）

（平成３１年３月の対策
進捗状況）

第1節2⑨
「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消割合を平成３２年度までに　１００％に近づけることを
目指す。

（平成２３年度約4,000ha（推進地域の全
市町村））

２８．３％（推進地域の全都府県）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節3①
急傾斜地の崩壊による災害から保全される戸数について、平成３０年度約　３５１千戸（推進地域（地
震動による基準）の全府県）を目指す。

（平成２４年度末約３３５千戸） ３４４千戸（推進地域（地震動による基準）の全府県）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節3②
地震時に地すべりや崩壊により甚大な被害を生じる可能性のある大規模盛土造成地の有無等の公
表率平成２８年度５０％（推進地域の全市町村）を目指す。

（平成２５年度約１％） ６６％（推進地域の全市町村）
（平成３０年４月の対策

進捗状況）

第1節3③
周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の数平成３０年度約５．８万集落（全
国）を目指す。

（平成２５年度約５．５万集落） 約５．６万集落（全国）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節3③
適切な間伐等の実施により、 市町村森林整備計画等において山地災害防止機能／土壌保全機能
維持増進森林等に区分された育成林のうち、機能が良好に保たれている森林の割合平成３０年度
約７８％（全国）を目指す。

（平成２４年度７３．８％） ６９．１％（全国）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第1節4②
低圧本支管延長に占めるポリエチレン管等の高い耐震性を有する導管の割合平成３７年度９０％を
目指す。

（平成２４年度末８０．６％） ８８．１％（全国）
（平成２８年１２月の

対策進捗状況）

第2節1①
津波避難ビル等を指定している市町村の割合１００％（付近に高台等がなく、津波からの避難が困難
な地域を有する全国の市町村）を目指す。

（参考 平成23年全国（岩手県、宮城県、
福島県を除く）の沿岸市町村に対する

指定市町村率２８％）

７３％（付近に高台等がなく、津波からの避難が困難な地域を有する全国の市
町村）

（平成３０年８月の対策
進捗状況）

第2節2①
津波ハザードマップを作成・公表し、防災訓練を実施する市町村の割合平成２８年度１００％（最大ク
ラスの津波に対して人命を守る観点から緊急に警戒避難体制が必要な市町村）を目指す。

（平成２４年度策定率１４％） １００％（推進地域内の津波災害警戒区域を含む全市町村）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）

第2節2①
国と地方公共団体等が協力して、津波情報等伝達・提供訓練、水門・陸閘等の閉鎖訓練、避難・誘
導訓練等の津波防災総合訓練を毎年実施する。

—
毎年、「津波の日」にあわせて、地方公共団体等と連携し、南海トラフ巨大地震
による津波を想定した大規模津波防災総合訓練を実施

—

第2節2②
より高度な津波シミュレーション技術を用いた津波警報等の更新のための沖合津波観測データにつ
いて、平成２６年度３５観測地点以上（全国）の活用を目指す。

（平成２４年度０観測地点） ３８観測地点（全国）
（平成２６年度の対策

進捗状況）

第2節2③ 防災行政無線（同報系）の整備率１００％（推進地域の全市町村）を目指す。 （平成２５年３月８３％） ８８．１％（推進地域の全市町村）
（平成３０年３月の対策

進捗状況）
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第2節2③ 緊急速報メールの整備率１００％（推進地域の全市町村）を目指す。 （平成２６年２月８７％） １００％（推進地域の全市町村）
（平成３１年３月の対策

進捗状況）

第2節2③  J－ALERT自動起動機の整備率平成２６年度１００％（全国）を目指す。 （平成２５年５月７８．０％） １００％（全国）
（平成２８年５月の対策

進捗状況）

第3節1③
津波避難訓練の実施のための助言・指導を行うことにより、津波避難訓練を毎年実施する市町村の
割合１００％（推進地域の全沿岸市町村）を目指す。

— ７５％（推進地域の全沿岸市町村）
（平成３０年８月の対策

進捗状況）

第4節13① 災害廃棄物処理計画の策定率８０％（全国の全市町村）を目指す。 （平成２２年８％） ２４％（全国）
（平成２８年３月の対策

進捗状況）

第5節2①
事業継続計画を策定している大企業の割合を１００％（全国）に近づけることを目指す。また、中堅企
業の割合５０％（全国）以上を目指す。

（平成２３年度日本の大企業で策定済
み４５．８％、策定中２６．５％、中堅企
業で策定済み２０．８％、策定中１４．

９％）

大企業の割合　６４．０％、策定中１７．４％（全国）
中堅企業の割合　３１．８％、策定中１４．７％（全国）

（平成３０年６月の対策
進捗状況）

第5節3①
推進地域を管轄する地方支分部局等、災害時において優先的に実施すべき業務を実施する全ての
国の行政機関において、業務継続計画の策定を目指す。

— 中央省庁１００％、地方支分部局等９７％（全国）
（平成２７年３月の対策

進捗状況）

第5節3②  業務継続計画の策定率１００％（推進地域の全地方公共団体）を目指す。
（平成２５年８月都道府県６０％、市町村

１３％）
業務継続計画の策定率　都道府県１００％、市町村６３％（推進地域の全地方公
共団体）

（平成２９年６月の対策
進捗状況）

第7節4①
エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）平成３０年度１２部隊（全
国）を編成することを目指す。

— エネルギー・産業基盤災害即応部隊　１２部隊（全国）
（平成３１年４月の対策

進捗状況）

第7節4①
エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の応急対応に資する消防
防災ロボットの研究開発平成３０年度完了を目指す。

— 消防防災ロボットの実践配備型の完成
（平成３１年３月の対策

進捗状況）

※平成３０年推計値については、令和元年度内に公表される統計調査の結果を基に推計予定
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